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研究要旨 

 本研究では、災害発生が浄水薬品の確保に影響を及ぼしている状況などを明らかにすること、

生物障害の発生に伴って間接的に変化するエネルギー消費量などを明らかにすること、また、

粒状活性炭処理プロセスの導入などの生物障害に対する恒久的対策の有効性を示すことなどを

目的とした。本年度は、昨年度までに構築した、地理情報システムを用いた浄水薬品の輸送に

よる二酸化炭素排出量の推算方法を用いて、生物障害の発生に伴い間接的に増加する二酸化炭

素排出量を推算した。また、粉末活性炭処理プロセス、粒状炭処理プロセス、膜ろ過プロセス

およびオゾン処理プロセスを組み合わせるなどの 5 種類のシナリオを設定して、イニシャルコ

ストとランニングコストを推算してシナリオ分析を行い、これらのプロセスの導入による恒久

的対策の有効性を検討した。 

生物障害の発生に伴い増加する二酸化炭素排出量の全国値を推算した結果、全国の浄水場で

消費された二酸化炭素排出量に占める割合は 0.81%であった。また、シナリオ分析の結果、今

後、生物障害の発生頻度の上昇や発生する臭気物質濃度の上昇により粉末活性炭の注入日数や

注入率が上昇した場合には、粒状炭処理プロセスなどを導入することの有効性が明らかとなっ

た。 

 

 

A. 研究目的 
本研究では、災害発生が浄水薬品の確保に影響

を及ぼしている状況や災害発生に対する対策マ

ニュアルの整備状況を明らかにすること、浄水薬

品工場の所在地等を集約して災害等の発生に備

えること、生物障害の発生に伴って間接的に変化

する電力消費量および二酸化炭素排出量を、浄水

薬品の製造工程と輸送工程を対象として明らか

にすること、また、粒状活性炭処理プロセスの導

入などの生物障害に対する恒久的対策の有効性

を示すことを目的とした。 

本年度は、昨年度に集約した浄水薬品工場等の

情報を再確認し、また、事業体等が利用する際の

利便性を高めた。さらに、昨年度までに構築した、

浄水薬品の輸送に伴う二酸化炭素排出量の推算

方法を用いて、生物障害の発生に伴い間接的に増

加する二酸化炭素排出変化量を実際に推算した。

また、未解析であった一部の浄水場を対象に、電 

 

 

力消費変化量および二酸化炭素排出変化量を推

算した。さらに、粉末活性炭処理プロセス、粒状

炭処理プロセス、膜ろ過プロセスおよびオゾン処

理プロセスを組み合わせるなどの 5種類のシナリ
オを設定して、イニシャルコストとランニングコ

ストを推算してシナリオ分析を行い、これらのプ

ロセスの導入による恒久的対策の有効性を検討

した。 

 

B. 研究方法 
一昨年度実施したアンケート調査の結果を再

確認し、昨年度集約した浄水薬品の製造工場また

は代理店（以下、薬品工場等）の情報に誤りがな

いことを確認した。再確認した結果を、事業体等

が利用する際の利便性を高めるために、浄水薬品

毎に絞り込んで表示することができるように

Microsoft Excel（Microsoft社）上にてプログラム

を作成した。 
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式(1)～(3)に供したデータは、アンケート調査結

果から得られた水道事業体のデータなので、全国

のすべての浄水場を対象とした場合の値（以下、

全国値）を推算する必要がある。全国値の推算は、

アンケート調査により求めた結果の合計値を、調

査したすべての浄水場の 1日平均送水量の合計値

と、全国に立地するすべての浄水場の 1日平均給

水量の合計値の比で除す（割り戻し計算を行う）

ことによって行った。本研究でアンケート調査を

実施して回答を得た浄水場の一日平均送水量（平

成 22年 10月～24年 9月）に対する全国の一日平
均給水量（平成 22年度）の占める割合は 46.4%で

あった。 

未解析であった一部の浄水場を対象に、生物障

害の発生に伴い変化する電力消費量を推算した。

推算は、昨年度と同様に行った 1)。 

さらに、生物障害の発生に対する対策として、

現在最も広く実施されている粉末活性炭の注入

による処理を今後も継続する場合（シナリオ 1）、

粉末活性炭の注入に代わり粒状活性炭処理プロ

セスを導入する場合（シナリオ 2）、オゾン処理プ

ロセスと粒状活性炭処理プロセスを導入する場

合（シナリオ 3）、粒状活性炭処理プロセスと膜ろ

過プロセスを導入する場合（シナリオ 4）、オゾン

処理プロセス、粒状活性炭処理プロセス、膜ろ過

プロセスを導入する場合（シナリオ 5）について、

既存の情報をもとにイニシャルコストとランニ

ングコストの合計値（以下、浄水処理コスト）を

算出した。 
各シナリオの浄水処理コストの算出は、財団法

人水道技術研究センターが発行している浄水技

術ガイドライン 20105）に基づいて行った。同ガイ

ドラインでは、様々な浄水処理プロセスのイニシ

ャルコスト及びランニングコストの相対比率が

記載されている。このため、式(4)、(5)により、各
シナリオのイニシャルコスト及びランニングコ

ストを算出した。 

 

各シナリオのイニシャルコスト[円]＝（粒状活性
炭処理プロセス＋膜ろ過処理プロセス）のイニシ

ャルコスト[円] × 各シナリオのイニシャルコス

トの相対比率 ÷ （粒状活性炭処理＋膜ろ過処理
プロセス）の相対比率        ・・・(4) 

 

各シナリオのランニングコスト[円/年] =（粒状活

性炭処理プロセス＋膜ろ過処理プロセス）のラン

ニングコスト[円/年] × 各シナリオの相対比率 
÷（粒状活性炭処理プロセス＋膜ろ過処理プロセ

ス）の相対比率           ・・・(5) 

 
式(4)および(5)における（粒状活性炭処理プロセ

ス＋膜ろ過処理プロセス）のイニシャルコスト及

びランニングコストは、文献 6、7）に基づき算出し

た。式(4)、(5)より算出したイニシャルコスト及び

ランニングコストを合計し、浄水処理コストとし

て算出した。 
粉末活性炭処理プロセスのランニングコスト

は、生物障害が発生したときの粉末活性炭の平均

注入率と生物障害の発生日数に依存する。そこで、

アンケート調査の結果からこれらの数字を求め

たところ、生物障害が発生したときの粉末活性炭

の平均注入率は 6.07 mg/L、粉末活性炭の平均注入
日数は 45 日/年であった。また、粉末活性炭の購

入価格は、文献 6)より 500 円/kg と仮定し、式(6)

に基づき年間ランニングコストを推算した。 

 

粉末活性炭処理プロセスの年間ランニングコス

ト [円]＝粉末活性炭の購入価格 [円/kg] の 粉末

活性炭注入率 [Dry mg/L] ×10-3 × 平均送水量 

[m3/日] ×粉末活性炭の平均注入日数 [日]・・・

(6) 

 

イニシャルコストとランニングコストを算出

する際の浄水場の平均送水量は、小規模の浄水場

から、大規模の浄水場まで偏りなくシナリオ分析

を行うため、5,000～500,000 m3/日とした。 

浄水場の運転期間を 30 年と仮定して、設備機
器の耐用年数から同ガイドラインに基づいて 16

年目に更新を行うこととした。機器の更新費用は、

粉末活性炭処理プロセスを含むシナリオ 1 では、
溶解槽などの機器が占める割合が高いため、同ガ

イドラインに基づいて粉末活性炭のイニシャル

コストの 80%とした。また、粒状活性炭処理プロ
セスを含むシナリオ 2～5 では、吸着池などの構

造物がイニシャルコストに占める割合が高いた

め、同ガイドラインに基づいて粒状活性炭処理の

イニシャルコストの 60%とした。 

 

C. 研究結果及び D. 考察 
1）エネルギー消費変化量の推算 



1－1）輸送距離の解析

 昨年度に

る二酸化炭素排出量を推算した。その結果

場と薬品工場等の組み合わせによっては、浄水薬

品の輸送経路の解析ができない事例が生じた。

 解析が不可能だったのは、

に海上輸送を含む場合、

を特定できなかった場合、

水場までの道路データが分断されており、経路の

探索が行えなかった場合、

地が国外であった場合であった。これらのうち、

1）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい

ては、薬品工場等の最寄りの港および浄水場の最

寄りの港の間の距離を解析し、陸上輸送のみを解

析した。2）薬品工場等の所在地を特定できなか

った場合は、解析ができなかった。

等から浄水場までの道路データが分断されてお

り、経路の探索

はデータの修正が可能であったが、修正しなけれ

ばならないデー

ため、すべての道路データを修正するのは困難で

あった。このため、本研究では解析しなかった。

4）薬品工場等の所在地が国外であった場合につ

いては、海上輸送と国内輸送の両方について解析

を行い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討

した。 

その結果

水薬品工場等の組み合わせ

が薬品工場等から浄水場までの道路データが分

断されており

が薬品工場等の所在地を特定でき

が薬品工場等の所在地が国外であった

析が行えず

せについて浄水薬品の

ことができた。

本研究におけるアンケート調査結果において、

国外から粉末活性炭を輸入していたのは

方と中部地方の事業体のみで

部地方の事業体

名が不明であったため、解析が不

解析が可能であった事業体において、

発生に伴って

は 452.5 t/年

からと国外の

輸送距離の解析

昨年度に構築した方法で

る二酸化炭素排出量を推算した。その結果

場と薬品工場等の組み合わせによっては、浄水薬

品の輸送経路の解析ができない事例が生じた。

解析が不可能だったのは、

に海上輸送を含む場合、

を特定できなかった場合、

水場までの道路データが分断されており、経路の

探索が行えなかった場合、

地が国外であった場合であった。これらのうち、

）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい

ては、薬品工場等の最寄りの港および浄水場の最

寄りの港の間の距離を解析し、陸上輸送のみを解

）薬品工場等の所在地を特定できなか

った場合は、解析ができなかった。

等から浄水場までの道路データが分断されてお

の探索が行えな

はデータの修正が可能であったが、修正しなけれ

ばならないデータ量および範囲が膨大であった

ため、すべての道路データを修正するのは困難で

あった。このため、本研究では解析しなかった。

）薬品工場等の所在地が国外であった場合につ

いては、海上輸送と国内輸送の両方について解析

を行い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討

その結果、距離の解析対象となった浄

水薬品工場等の組み合わせ

が薬品工場等から浄水場までの道路データが分

断されており経路の探索が行

が薬品工場等の所在地を特定でき

が薬品工場等の所在地が国外であった

析が行えず、残りの 583

せについて浄水薬品の

できた。 
本研究におけるアンケート調査結果において、

国外から粉末活性炭を輸入していたのは

方と中部地方の事業体のみで

部地方の事業体については、

名が不明であったため、解析が不

解析が可能であった事業体において、

発生に伴って使用量が

年であった。同

からと国外の 2企業から粉末活性炭を

輸送距離の解析 

構築した方法で、浄水薬品の輸送によ

る二酸化炭素排出量を推算した。その結果

場と薬品工場等の組み合わせによっては、浄水薬

品の輸送経路の解析ができない事例が生じた。

解析が不可能だったのは、1）浄水薬品の輸送

に海上輸送を含む場合、2）薬品工場等の所在地

を特定できなかった場合、3）薬品工場等から浄
水場までの道路データが分断されており、経路の

探索が行えなかった場合、4）薬品工場等の所在

地が国外であった場合であった。これらのうち、

）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい

ては、薬品工場等の最寄りの港および浄水場の最

寄りの港の間の距離を解析し、陸上輸送のみを解

）薬品工場等の所在地を特定できなか

った場合は、解析ができなかった。

等から浄水場までの道路データが分断されてお

が行えなかった場合は、技術的に

はデータの修正が可能であったが、修正しなけれ

タ量および範囲が膨大であった

ため、すべての道路データを修正するのは困難で

あった。このため、本研究では解析しなかった。

）薬品工場等の所在地が国外であった場合につ

いては、海上輸送と国内輸送の両方について解析

を行い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討

距離の解析対象となった浄

水薬品工場等の組み合わせ 643件中

が薬品工場等から浄水場までの道路データが分

経路の探索が行えず、

が薬品工場等の所在地を特定できず

が薬品工場等の所在地が国外であった

583件（90.7 %

せについて浄水薬品の国内輸送距離を解析

本研究におけるアンケート調査結果において、

国外から粉末活性炭を輸入していたのは

方と中部地方の事業体のみであった。このうち

については、輸入元の国名・地域

名が不明であったため、解析が不

解析が可能であった事業体において、

使用量が増加した粉末活性炭の量

であった。同事業体は

企業から粉末活性炭を

浄水薬品の輸送によ

る二酸化炭素排出量を推算した。その結果、浄水

場と薬品工場等の組み合わせによっては、浄水薬

品の輸送経路の解析ができない事例が生じた。

）浄水薬品の輸送

）薬品工場等の所在地

）薬品工場等から浄

水場までの道路データが分断されており、経路の

）薬品工場等の所在

地が国外であった場合であった。これらのうち、

）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい

ては、薬品工場等の最寄りの港および浄水場の最

寄りの港の間の距離を解析し、陸上輸送のみを解

）薬品工場等の所在地を特定できなか

った場合は、解析ができなかった。3）薬品工場

等から浄水場までの道路データが分断されてお

かった場合は、技術的に

はデータの修正が可能であったが、修正しなけれ

タ量および範囲が膨大であった

ため、すべての道路データを修正するのは困難で

あった。このため、本研究では解析しなかった。

）薬品工場等の所在地が国外であった場合につ

いては、海上輸送と国内輸送の両方について解析

を行い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討

距離の解析対象となった浄水場と浄

件中、40件（6.2 %

が薬品工場等から浄水場までの道路データが分

ず、8 件（1.2 %

ず、12件（1.9 %

が薬品工場等の所在地が国外であったために

90.7 %）の組み合わ

輸送距離を解析する

本研究におけるアンケート調査結果において、

国外から粉末活性炭を輸入していたのは関東地

あった。このうち

輸入元の国名・地域

名が不明であったため、解析が不可能であった。

解析が可能であった事業体において、生物障害の

増加した粉末活性炭の量

事業体は、国内の 4企業

企業から粉末活性炭を購入してい

浄水薬品の輸送によ

浄水

場と薬品工場等の組み合わせによっては、浄水薬

品の輸送経路の解析ができない事例が生じた。 
）浄水薬品の輸送

）薬品工場等の所在地

）薬品工場等から浄

水場までの道路データが分断されており、経路の

）薬品工場等の所在

地が国外であった場合であった。これらのうち、

）浄水薬品の輸送に海上輸送を含む場合につい

ては、薬品工場等の最寄りの港および浄水場の最

寄りの港の間の距離を解析し、陸上輸送のみを解

）薬品工場等の所在地を特定できなか

）薬品工場

等から浄水場までの道路データが分断されてお

かった場合は、技術的に

はデータの修正が可能であったが、修正しなけれ

タ量および範囲が膨大であった

ため、すべての道路データを修正するのは困難で

あった。このため、本研究では解析しなかった。

）薬品工場等の所在地が国外であった場合につ

いては、海上輸送と国内輸送の両方について解析

を行い、海上輸送がどの程度寄与するのかを検討

水場と浄

6.2 %）

が薬品工場等から浄水場までの道路データが分

1.2 %）

1.9 %）

ために解

）の組み合わ

する

本研究におけるアンケート調査結果において、

関東地

あった。このうち中

輸入元の国名・地域

であった。

生物障害の

増加した粉末活性炭の量

企業

購入してい

た。このため、

よる二酸化炭素排出変化量

t-CO

割り戻すと

究における

小さな値になったのは、アンケート調査にお

回答された企業

場合には海上輸送を考慮しなかったことが一因

と考えられる。すなわち、アンケート調査にお

て回答された企業

ても、生産

可能性があり、そのような場合

二酸化炭素排出量

釈のうえでの考慮が必要である。

 

1－

 輸送による二酸化炭素排出変化量を地域ごと

に取りまとめ、表

輸送による二酸化炭素排出変化量は地域によっ

て異なり、

中部地域の二酸化炭素

生物障害の発生が報告された浄水場が

いことが

うに薬品の輸送距離が短いため二酸化炭素排出

量が小さくなるケースも見られた。

また、

ート調査結果を解析した。

害が発生してい

訳は

回であった

って

地方で

8,026 MWh/

とな

された。

で消費された電力量

表

。このため、

よる二酸化炭素排出変化量

CO2/年の増加となった。この

割り戻すと、74.4

究における海上輸送

小さな値になったのは、アンケート調査にお

回答された企業

場合には海上輸送を考慮しなかったことが一因

と考えられる。すなわち、アンケート調査にお

回答された企業

ても、生産場所が国外

可能性があり、そのような場合

二酸化炭素排出量

釈のうえでの考慮が必要である。

－2）輸送に伴う

輸送による二酸化炭素排出変化量を地域ごと

に取りまとめ、表

輸送による二酸化炭素排出変化量は地域によっ

て異なり、0.3～

中部地域の二酸化炭素

生物障害の発生が報告された浄水場が

いことが理由と

うに薬品の輸送距離が短いため二酸化炭素排出

量が小さくなるケースも見られた。

また、未解析

ート調査結果を解析した。

害が発生してい

訳は、すべて異臭味障害であり、発生回数は

であった。未解析の

って増加した間接的な

地方で 24 MWh/

8,026 MWh/年

なり、全国で

された。この値は、

で消費された電力量

表 2 輸送に伴う二酸化炭素排出量（

。このため、式(2)および

よる二酸化炭素排出変化量

年の増加となった。この

74.4 t-CO2/年の増加となった。

海上輸送による

小さな値になったのは、アンケート調査にお

回答された企業（工場）の

場合には海上輸送を考慮しなかったことが一因

と考えられる。すなわち、アンケート調査にお

回答された企業（工場）の

場所が国外である

可能性があり、そのような場合

二酸化炭素排出量は算出され

釈のうえでの考慮が必要である。

伴う二酸化炭素排出変化量の推算

輸送による二酸化炭素排出変化量を地域ごと

に取りまとめ、表 2に示す。表

輸送による二酸化炭素排出変化量は地域によっ

～281.1 t-CO

中部地域の二酸化炭素変化

生物障害の発生が報告された浄水場が

理由と考えられる。また、関西地方のよ

うに薬品の輸送距離が短いため二酸化炭素排出

量が小さくなるケースも見られた。

未解析であった 6

ート調査結果を解析した。

害が発生していたのは 3カ所

て異臭味障害であり、発生回数は

。未解析のデータ

間接的な電力消費量は、中国・四国

Wh/年であった。

年に加算すると、

全国で 8,158 MWh/

この値は、平成 22
で消費された電力量 8)の 0.11%

輸送に伴う二酸化炭素排出量（

および(3)に基づき

よる二酸化炭素排出変化量を算出した結果、

年の増加となった。この増加量を全国

年の増加となった。

による二酸化炭素排出量

小さな値になったのは、アンケート調査にお

）の所在地が国内であった

場合には海上輸送を考慮しなかったことが一因

と考えられる。すなわち、アンケート調査にお

）の所在地が

である場合が含まれている

可能性があり、そのような場合の海上輸送

算出されておらず、数値の解

釈のうえでの考慮が必要である。 

二酸化炭素排出変化量の推算

輸送による二酸化炭素排出変化量を地域ごと

に示す。表 2に示したように、

輸送による二酸化炭素排出変化量は地域によっ

CO2/年と 935倍異なった。

変化排出量が小さいのは、

生物障害の発生が報告された浄水場が

考えられる。また、関西地方のよ

うに薬品の輸送距離が短いため二酸化炭素排出

量が小さくなるケースも見られた。 

6カ所の浄水場

ート調査結果を解析した。6 カ所のうち、生物障

カ所であった

て異臭味障害であり、発生回数は

データを解析する

電力消費量は、中国・四国

年であった。昨年度

加算すると、図 1 に

MWh/年が増加

22 年度に全国
0.11%であった。

輸送に伴う二酸化炭素排出量（

に基づき海上輸送に

した結果、34.5
増加量を全国値に

年の増加となった。本研

二酸化炭素排出量が

小さな値になったのは、アンケート調査において

国内であった

場合には海上輸送を考慮しなかったことが一因

と考えられる。すなわち、アンケート調査におい

所在地が国内であっ

場合が含まれている

海上輸送による

ておらず、数値の解

二酸化炭素排出変化量の推算 

輸送による二酸化炭素排出変化量を地域ごと

に示したように、

輸送による二酸化炭素排出変化量は地域によっ

倍異なった。

排出量が小さいのは、

生物障害の発生が報告された浄水場が 3件と少な

考えられる。また、関西地方のよ
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H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含む。) 
1) 特許取得 

 該当なし 

 
2) 実用新案登録 

 該当なし 

 
3) その他 

 該当なし 
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